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概要 本研究では，図書館業務委託の運営について，受託業務，受託業務従事者の現状を分析し，今
後に大学図書館へ提供する付加価値受託業務(提供企業側からは，受託業務の差異化戦略)の内容検討
と，受託企業側での業務従事者の研修，個人ポートフォリオ形成，キャリアパス確保の課題について
展開を行う。近年，司書資格有資格者の労働市場新規参入が年間 1 万人を超え，買手市場となってい
る。また，現在就労している従事者たちも，より条件のよいところを求めて会社間を行き来している
のが現状である。そのような中，安心して受託業務従事者自身のスキルを伸ばし，ステップアップの
道筋を示せるのかが雇用側の受託企業にとっても大きな課題となっている。これは単に受託業務従事
者の労働定着率だけのことではなく，業務処理能力に長けたスタッフ群の安泰的な確保は，受託企業
にとっても付加価値の高い図書館受託業務の拡張と，租利益向上及び受託スタッフとの「win-win 関係」
の構築という課題でもある。 
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1 はじめに 
 
1.1 派遣労働法改正 
平成 22 年 3月に労働者派遣法（労働者派遣事業の
適正な確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に
関する法律）が改正された。従来，第 8号ファイ
リングの業務として図書館業務も 26 業種業務と
認識されていたが，改正によって，｢図書館におい
て規定済みの管理規程の下に分類作業のみを行う
場合は第８号業務には該当しない。書籍の分類規
程を派遣労働者自らが作成している場合は該当す
るが，その場合であっても図書館利用者への図書
等の貸与業務等も併せて行っている場合は，全体
として第８号業務には該当しない｣と制限され，目
録作成業務のみ 26 業種として認められるにとど
まっている。 
つまり，利用者への対応を兼業すると認められな
いとしている。このような状況の下，近年大学図
書館において，大学職員と派遣スタッフによって 
運営されていた図書館業務が，派遣業務としては 
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一般的業務（自由化業務ともいう）とされ，「い
わゆる自由化業務の場合，派遣受入期間に制限が
かかります（原則１年，最長３年まで）。派遣会
社（派遣元）を変えたり，派遣労働者（スタッフ）
を変えたとしても同一の場所，同一の業務に３年
以上継続して派遣労働者を受け入れることはでき
ません。」とある通り，基本同一業務に対して 1
年間のみの適用となった。以降も業務継続で人員
が必要であれば，「派遣先の労働者の過半数代表
（労働者の過半数を組織する労働組合がある場合
はその労働組合）から意見聴取を行った上でない
と派遣受入期間を延長することはできません。」と
ある通り，周りの就業者からの賛同を得た上で，3
年間までは適応されるとされているが，3 年以降
の延長は不可能であり，そこで，直雇用職員を増
員するか，業務委託を採用するかのどちらかの選
択肢となってしまうのが現状である。 
 
1.2 業務委託・請負・委任 
 業務委託は，民法上請負法（民法第 632 条）の
適応を受けるが，本来の請負法は，「建築請負契
約」を基軸に制定された法令であり，「請負は，
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当事者の一方がある仕事を完成することを約し，
相手がその仕事の結果に対してその報酬を支払う
ことを約することによって，その効力を生ずる。」
とある通り，現状の図書館業務委託に適応できる
内容としては，委任（民法第 643 条）との狭間に
該当するのではないかと思われる。「委任は，原
則として無償とし，特約あるときのみに有償たり
うることを示すものである」とある通り，有償を
例外としている。委任の場合，報酬は，請負とは
異なり，仕事の完成に対するものではなく，事務
処理の労務に対するものとされている。したがっ
て，委任は，広く事務処理を委託する契約と理解
できるが，これは他人の労務を利用する契約でも
あり，受任者の自主裁量に任される範疇が多い。
請負は，完成しない限り報酬を得ることはできな
いが，委任においては｢必ずしも完成を目的とはせ
ず，中途で事務遂行の中止の止むなきに至った時
は，受任者はすでになされた履行の割合に応じ報
酬を請求できる｣とされており，図書館業務委託を
勘案してみると，その適応は，委任の性質が高い
と思われる。 
 厚生労働省の『労働者派遣・請負を適正に行う
ために』である通り，派遣と業務委託（請負）の
最大の違いは，指揮監督権がどこにあるかという
ことである。派遣法では「自己の雇用する労働者
を，当該雇用関係の下に，かつ他人の指揮命令を
受けて，当該他人のために労働に従事させること
をいい，当該他人に対し当該労働者を当該他人に
雇用させることを約してするものを含まない」（派
遣法 2条 1号）と，職業紹介業務ではなく，あく
までも人足を契約をもって提供するとしている。
派遣の場合，指揮監督は派遣先（ここでは大学側）
にあり，派遣元から派遣されたスタッフに対して，
直接指示命令して業務を行っていく。これとは違
い，業務委託の場合は，指揮監督は請負元にあり，
業務・労務管理等は全て業者側の管理のもとにお
いて運営していくことで，委託先（大学側）は，
人選から労働条件，業務指示等一切行うことはで
きない。これは，契約上でも明記されているが，
派遣の場合は，1 名あたりの人件費での契約とな
るが，業務委託の場合は，業務に対しての契約と
なるので，就業する人数等も，業者側で決定する。 
 ただし，「注文主と労働者との間に指揮命令関
係がある場合には，請負形式の契約により行われ
ていても労働者派遣事業に該当し，労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件
の整備等に関する法律（以下「労働者派遣法」と
いいます）の適用をうけます。」とあるが，この
区分の実際の判断は，必ずしも容易でないことか
ら，この判断を明確に行うことが出来るように「労
働者派遣事業と請負により行われる事業との区分
に関する基準」（昭和 61 年労働省告示第 37 号）
が定められています。」とされている。この告示
内にも，図書館業務委託に関して適応不可能な事
項も含まれているので，図書館業務委託が増加し
てきた現状では，別途図書館業務委託に関する注
記を法令上早急に必要ではないかと思われる。 
 
1.3 図書館業務委託 
 派遣契約を更新できなくなった派遣スタッフた
ちは，直雇用に応募するか，委託スタッフとして
従事するかの選択を余儀なくされている。 
そのような状況を反映してか現在大学における
図書館内業務において，業務委託が増加している。
本研究では，大学図書館における業務受託を研究
対象とし，自身が従事している大学図書館業務委
託の運営を業務従事者の今後を見据えて検証して
いく。 
 近年，司書資格有資格者が年間 1万人を超え，
図書館業務は買手市場となってきている。また，
現在就労している従事者たちは，より条件のよい
ところを求めて会社間を行き来しているのが現状
である。条件だけを追い求めることによる知識・
技術の希薄化が危惧される。そのような中，安心
して自身のスキルを伸ばし，ステップアップして
いける可能性があるのか，将来的な展望を見いだ
せるのかが大きな課題となっている。 
 
1.3.1 図書館業務委託の始まり 
 
1981 年より TRC-MARC，JAPAN-MARC テープ等の
頒布サービスが開始され，これに伴い遡及入力業
務が始まった。図書館システム導入が活発化され，
これを受け，1983 年頃より MARC データの遡及入
力の委託化が始まった。図書館の業務委託は，遡
及入力業務より開始されることとなる。 
「大学図書館実態調査報告書」では，1983 年（昭
和 58 年）より調査項目の中に，業務委託が加えら
れている。 
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表１ 業務別外部委託（大学図書館実態調査報告書より） 
表２ コンピュータ導入と学術情報センター（NII）（2000 年より国
立情報学研究所）接続（大学図書館実態調査報告書より） 
 
大学へのコンピュータ普及は，各大学の全学共
同計算機資源として，全学共通組織『計算センタ
ー』などとしてすでに多くあり，一部の大学（７
帝国大，筑波大，広島大，東工大，大阪工大など）
では，こうした全学共同計算機資源を利用して，
手作りの図書館総合システム開発，使用が始まっ
ていた。このような事態と並行して，コンピュー
タ処理能力の向上，価格の低下が進行し，併せて
各コンピュータメーカーによる図書館総合システ
ムが開発，普及を始めた。これらの流れの中で，
表 2に見られるように，1986 年頃からの学術情報
センター（NACSIS）のサービスが開始され，大学
図書館へのコンピュータの普及が増加し始めている。
また，それに伴いコンピュータ関連業務の委託も
増加の傾向となっている。表１にて 1996 年（平成
8 年）の目録業務委託の数値が落ちているのは，
この年よりアンケート項目に学情センターとの接
続項目内に NACSIS－CAT（目録システム）を利用
との表記が加わったため，従来の目録業務とは別
にアンケート上，コンピュータ関連に回答がされ
たためと思われる。 
 
1.3.2 業務委託範疇の拡大 
 
閲覧系の業務委託は，1997 年(平成 9年)より調
査項目にあがっており，平成 9年の調査項目とし
ては，｢受付｣と表記されている。その後，現在に
至るまで伸び続けている。また，全面委託の項目
は 2004 年（平成 16 年）よりあがっており，特に
私立大学にて顕著に伸びている。ただし，全面委
託の定義をどのように扱っているかは回答した大
学によって差がある。全面委託とはいえ，予算に
関わる事項や運営・企画に関わる事項については，
基本的に，大学側にあるところが多いが，中には
選書・受入を含む収書業務や一部企画も委託化し
ている大学も見受けられる。近年にいたっては，
大学図書館に課長クラスの職員を 1名程度配置し，
残りの運営は委託に託す大学も増加してきている。
これは，A 社の受託状況や学術情報基盤実態調査
結果報告の調査結果において，一部委託から全面
委託の傾向が高まっていることからも見受けられ
る。 
このような状況の中，企業側としてどのような
提案を大学側にし，どのように従事スタッフを育
成していくのかまた，従事スタッフへの処遇をど
うしたら改善していけるのかが課題となってくる。 
 
2 先行研究 
 
図書館の委託に関する先行研究は，最近では，
2010 年の大学図書館問題研究会・オープンシンポ
ジウムでの「大学図書館員は消耗品か？業務委
託・市場化テストをめぐって」での牛崎による報
告がある。牛崎は 2007 年情報の科学と基礎の
「アウトソーシングと大学図書館論」においても， ｢ 大
学において業務委託が導入されるのは，財政の見
直しをして大学の持てる資源の戦略的配分を志向
した結果，もっとも余裕のありそうな図書館，と
りわけその職員人件費の抑制がターゲットとなっ
ており，大学内他部局に比べて大学間の業務標準
度が高い図書館が業務委託の対象となっている｣
と述べている。特に，「業務委託が増加してくると，
それを管理できる職員の確保が問題となってく
る。」と詳述している。 
江竜は，受託会社への調査より外部人材の活用
についての調査結果をまとめている。詳細は，『大
学図書館の業務分析』に基づいての調査である。
大学側に対しての問題点の中に，調査項目「大学
側に感じる問題点」の中での「大学図書館専任職
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員にもっとマネジメント能力が必要だと感じる 
ことがある」は牛崎同様，必須の要件と捉えるこ
と が 出 来 る。 
佐藤，逸村は『大学図書館における外部委託状
況の量的調査』の調査結果より，委託化の状況は
大学，図書館の属性によって大きく異なり，業務
の広範囲で委託を行っているのは都市圏の大～中
規模私立大学で大学院まで含めた教育に重点を置
く大学であると考察している。 
 金は，京都大学生涯教育学 図書館情報学研究
「日本の大学図書館業務のアウトソーシングに
関する研究」において，アウトソーシングの導入
の準備，計画している大学図書館は，導入のはじ
めは整理業務から開始することが効率を高める
こととなると述べている。また，委託化によって
生じた大学図書館内の余裕人力は核心業務に集
中させるべきとしており，そのための有能な人材
を育成，確保する必要があると述べている。 
 佐々木は，図書館雑誌「大学図書館アウトソー
シングの行方」で，元受託企業側と大学側両方の
立場から，アウトソーシング導入のポイントとし
て，ある程度独立して運営できる業務プロットを
委託化することと，受託業者に数値目標とインセ
ンティブを与えることを述べている。 
各研究で論述されている通り，業務委託を潤滑
に運用していくには，大学図書館に経営能力を持
った職員の存在は欠かせないものと思われる。図
書館業務全般を管理する中での業務委託の活用が
最も効果的である。 
また，受託企業側も，大学図書館を運営していく
ためのスタッフの育成・研修等への積極的な取り
組み，大学本体への様々な提案を行っていくこと
で，大学図書館を大学内の学習・研究の中心とし
ての位置づけとなるよう取り組んでいかなけれ
ばならない。 
 
3 業務従事者サンプル調査 
 
3.1 業務従事者構成 
 
本章では A社の委託業務従事者の処遇，その他
について分析してみた。 
 神戸・大阪・京都を主とする近畿地区の委託業
務従事者から無作為抽出により 100 名サンプリン
グした。まず，男女比率であるが，100 名中男性
従事者が 12 名と全体の 10％強程度である。圧倒
的に女性の従事者が多い。次に，年齢別人員構成
であるが，全体の半数近くが 30 歳代であり，25
歳から 35 歳までの人員は全体の約半分を占めて
いる。 
3.2 司書資格保持者 
 全体の 95％以上の従事者が司書資格を取得し
ている。資格取得者の取得場所については，20 歳
代・30 歳代の約 70 パーセントが大学あるいは短
期大学卒業時に取得している。また，40代以上の
半数以上が司書講習など，学校を卒業してから取
得している傾向がみられる。 
 
3.3 処遇 
 
 A 社のサンプリングから取得した処遇平均は，
月給者が約 20％（平均賃金 22．5万円）時給者が
80％（平均時給 1043 円）となっている。年々処遇
が上がれば問題はないが，図書館との契約金額が
変化しないあるいは前年度より安く抑えられる傾
向にある状況では，処遇の改善も難しいのが現状
である。 
 
3.4 業務従事者の学歴 
 
 大学卒業者 65％・大学院卒業者 15％・短期大学
卒業者 12％となっている。年齢別にみると，20
歳代から 40 歳代にかけて大学院卒業者が増加し
ており，若手の高学歴者が多く見受けられる。 
 
3.5 司書資格以外の所持資格 
 
英語関係（TOEIC 含む）が２６名で次にマイク
ロソフトオフィススペシャリストが１６名，教員
免許１１名，情報検索技能検定８名という結果で
ある。 
 
3.6 スタッフ育成 
 
 就業しているスタッフの思惑は，必ずしも企業
側の意向とは一致するわけではなく，企業が運営
する以上，後に述べるとおり，スタッフの育成は，
図書館司書としての技術面と共に，マネジメント
能力も養っていかなければならず，現状の業務さ
え続けられるならというスタッフを，企業側とし
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ては運営・提案力の持つスタッフに如何に育成し
ていくかが課題となってくる。 
 
4 大学へのサービス（受託内容）別の構造化 
 
4.1 図書館業務分析（委託業務化の可能性が高い
業務） 
 
 大学図書館での業務は日本図書館協会『大学図
書館の業務分析』（2000 年改訂版）の中で５つに
分類されている。 
（表 1『大学図書館の業務分析』2000 年修正版より） 
（表 2 主な委託関連業務） 
 
『大学図書館の業務分析』より委託関連業務を 3
種類に分類したものが，表 2 である。 
 表 2 の中で，星印を付与した業務が業務量を数
値化できる業務であり，（★）は数値のみならず，
その業務に付帯する様々な人的サービスが必要と
される業務である。星印付与業務についてはイン
センティブ対象として検討していきたい。また，
インセンティブの対象とならない「督促業務」に
ついては，延滞利用者が増加しないようなサービ
ス提案をしていく提案材料にもなる。 
 
5 将来への展望および提案 
 
5.1 ラーニングコモンズ 
 近年，学生の滞在場所の提供の 1つの方法とし
てラーニングコモンズへの関心が高まってきてい
るが，北は第 12 回図書館総合展フォーラムの講演
において，図書館とネットワークアクセス環境を
必要とする授業が行われている大学で，サポート
スタッフ（ドクター院生をチーフにマスター院生
をサポートスタッフとして活用する）が活躍でき
ている大学において，不足部分を図書館員が行う
ことのできる体制をもった大学でしか成功しない
と述べている。ラーニングコモンズやインフォメ
ーションコモンズは，1980 年代以降米国を中心に
社会の情報化や大学改革の流れを受けて発生した
大学図書館の新しい空間モデルである。インフォ
メーションコモンズは，「情報化に対応した図書
館」・ラーニングコモンズは「学習に役立つ図書館」
と区別されている。1990 年代に情報化や大学生の
新しい情報行動に対応するためにインフォメーシ
ョンコモンズが誕生し，それを大学本来の目的の
1 つである教育活動に貢献できる施設として再構
築されたのがラーニングコモンズとされているが，
日本においては，インフォメーションコモンズが
普及しなかったため，現在のラーニングコモンズ
の要素に含まれているケースが多いとされている。
日本におけるラーニングコモンズの普及は，「デジ
タルネイティブ」世代の情報行動の実態やニーズ
にあう図書館空間を検討した際，彼らのニーズに
合う場所ということでこれまで大学内に欠けてい
た学習のための協働空間を提供する意図が強いと
山内は「学びの空間が大学を変える」において述
べている。 
現在，日本の大学図書館でのラーニングコモン
ズの設置には，これまで大学図書館において充分
に認知されてきていていなかった学習支援機能へ
の注目が主となっている。大学が図書館にそのよ
うな役割を期待していなかったことへの気づきも
要因の一つとなっている。今後，大学図書館が提
供する情報サービスや教育的機能を，教育研究成
果に還元していくことがラーニングコモンズを特
徴づける要素であるとしている。そのためにも，
学部学科等の教育部門との連携を通じて大学の理
念や教育目標と密接に連動していかなければなら
ない。そのため，施設面のみならず，人的資源を
も育成していく必要がある。委託業務の中で，ど
のようにラーニングコモンズの提供を促していけ
るのであろうか。環境整備や，企画等の提案を行
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っていくと共に，学内の教員・院生へのアプロー
チを大学職員とともに行っていく必要がある。環
境の提案については，業務委託会社内のネットワ
ークを使い，様々な見本を提示し，かつ各大学に
おいて，適応する企画を提案していかないといけ
ない必要を要する。A 社のように，図書館業務委
託から書籍販売・建築・設備，コンサルティング
まで幅広い業務範囲を取り扱っている会社である
ことで大学の要望に応えることが出来るのではな
いかと思われる。 
 図書館内にラーニングコモンズを設置すること
だけでなく，学内の学習支援への提案・協力が今
後の受託企業として必要となってくる。 
 たとえば，語学支援センターや就職支援室等へ
の提案・協力を図書館業務委託を通じて進めてい
き，大学全体の活性化を促していく必要を要する。 
 今後，大学のトータル運営としてのコンサルテ
ィングを行えるよう大学本体に提案していくこと
が必要である。 
 
5.2 機関リポジトリ 
 
次に，機関リポジトリであるが，前述の大学図
書館の専門的業務のシステム関連業務でも詳述し
たが，大半の大学において，現在は紀要等の論文
データ以外のデータベースはほとんど掲載されて
いない。一部，北海道大学・千葉大学・九州大学
のように相当数のコンテンツを集積している大学
もあるが，大学全体の教育・研究資源として組織
化の全体像が見え辛いことが今後の課題ともなる。   
大半の大学において，各研究者が各々のフォー
マットで作成していることが機関リポジトリ事業
が進まない原因で，掲載のためには，統一したフ
ォーマットに変換しなければならない。研究者の
機関リポジトリに参画する意思が薄い現状である
と見受けられる。フォーマットの統一を研究者に
指導出来ない状況であれば，委託企業側にて変換
サービスを図書館業務の中に組み込むことにより，
学内の機関リポジトリがより一層機能的なものに
なっていくであろう。ただ，大学全体の戦略とう
まく接合できないと，先走りになってしまう恐れ
がある。今後は，研究者と共同で機関リポジトリ
を確立させるためにも，受託企業内にデータを取
り扱える専門のスタッフが必要となる。図書館内
のシステム関連の業務の一環として，専属スタッ
フを置くことが出来れば学内での図書館の必要性
も高まると思われる。 
 
5.3 各種データベースサポート 
 
各種データベースサポートとして，教員や学生
への教育を促すことも必要である。受託会社にお
いては，情報検索技能検定 2級以上や，マイクロ
ソフト関連資格および英語関連資格等を保持して
いるスタッフの活用や，他のスタッフへの教育を
十分進めていく等，社内教育を充実させていくべ
きサービスである。  
また，大学職員との連携をとってサポートを行
っていくことによって，情報リテラシー教育・各
種データベースガイダンスの実施を充実させるこ
とが可能となる。 
教員には，パスファインダーの作成，教員との
連携によるデータベースを利用したグループ学習
の提案等を進め，図書館を利用した授業を促進し，
学習支援の中心に促していく提案をしていく必要
がある。 
 
5.4 電子書籍の導入 
 
次に，近年話題となっている電子書籍導入と活
用についてであるが，これからの大学教育におい
て，授業に必要な資料の電子化はより一層進んで
いくであろうと予測される。また，教科書が電子
書籍となることも今後は起こりうると考えられる。
現在，慶應義塾大学にて日本の大学では初の日本
語の学術書をデジタル化し，図書館で貸出・閲覧
するというプロジェクトを試験的に行っている。
大学図書館所蔵の資料を中心に，出版社と協力し
ながら電子化していくという試みである。しかし，
現在の状況では，著作権の問題から既存の図書館
所蔵資料の電子化は，難しい状況である。ただ，
電子媒体として販売されている資料については，
公共図書館において，少しずつではあるが利用者
への提供を実施してきている。2007 年より千代田
図書館において，「千代田 Web 図書館」が発足し，
電子書籍の貸出を開始している。また，平成 23
年 1月より堺市立図書館においても電子書籍の貸
出サービスを実施している。電子書籍での貸出に
より，365 日 Web 環境があればどこからでもアク
セスでき，延滞や紛失の問題も解消される。画面
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操作によって，文字の大きさが変更でき，目の不
自由な利用者にも資料提供することが可能となり，
何より図書館内の蔵書スペースの問題を解消する
ことが出来る。大学図書館においてもデータベー
スの活用によって，学内リポジトリ資料が提供で
きるようになると，授業で使用する資料等の配信
等，また，E-leraning への取り組み等とも合わせ
て学生への支援の幅が広がる。併せて，資料を閲
覧できるデバイスの提案等によって，教育環境の
再構築等を共に協議していくことが可能となる。 
 
5.5 大学を取り巻くコミュニティー 
 
大学を取り巻くコミュニティーは，学生・院生
などの内部構成員を筆頭に，教職員，OB／OG また，
外的業務人員（派遣・委託）等と地域住人も含ま
れる。 
地域貢献として，公共図書館との連携をとる等，
大学の置かれている地域との関係の強化が必要と
される。「大学図書館の社会連携・地域連携の取り
組みは，地方のマスコミなどに取り上げられ易い。
積極的に情報を提供しマスコミに取り上げられる
ことで，大学図書館の社会的認知度が高まること
がこれら決堂の最大の効果であると考える。そし
て，この社会的認知度を高める活動は，大学にお
ける図書館の評価を高めることにもつながるので
ある。」と米澤誠が述べているように，地域との連
携より大学内での図書館の評価を高めていくこと
が出来る。 
  
5.6 業務委託の行方 
 
このような環境の下，委託業務として大学図書
館業務を成立させていくためには以下の提案をし
ていきたい。 
佐々木 2006 年の図書館雑誌「大学図書館アウト
ソーシングの行方」で詳述しているが，まずはあ
る程度独立して運営できる業務ブロックを委託化
すること。次に受託業者に数値目標とインセンテ
ィブを与えることである。まずは，業務の棚卸を
行い，業務ブロックを明確にすることで，委託業
務と大学側業務とに切り分ける必要を要する。 
次にインセンティブ制度の提案であるが，年間
入館者数や貸出冊数，レファレンス記録の件数等
受託側の工夫や努力が反映できる目標等を数値化
し，向上した分インセンティブを与えていく。ま
た，レファレンスに関しては，その記録を参考に
どのくらいの件数を共同ファイルに掲載したか，
どれくらいパスファインダーやガイダンス資料を
作成したか，また，前年度に比較してどれだけガ
イダンスの申し込みが増加したかや，アンケート
結果の内容等によってもインセンティブを与えて
いくことを検討する必要があるのではないかと思
われる。 
 
5.7 業務従事者への対応 
 
受託業者側は，今後，スタッフに対しどのよう
な評価を与えていくかが課題となる。資料組織業
務の場合は，作業件数や，間違いのなさ等での測
定は可能であるが閲覧業務での実績の測定は難し
い。しかし，利用者との対応状況や，館内整備・
企画提案等，現場の管理者がその行動を見ていく
ことと，各種研修への自発的な参加等の向上心な
どを判断材料とすることが出来る。スタッフに対
しては，適切な条件を提示しないと，同業他社へ
の移籍等の恐れもあるのは詳述したとおりである。
スタッフの向上心を促進させるような研修への取
り組みや，定期的なコミュニケーションによる状
況把握など，企業側としては，細心の注意を払い，
配置場所の変更等をも含めた適切な運営を行って
いかなければならない。また，インセンティブで
得た増収は，配属スタッフの処遇にも反映させ，
企業内での評価対象の参考とし，時給アップや，
昇格，特別手当の支給などを検討していくことが
必要である。 
山本が図書館界（2009 年 61 巻）『時給 850 円の
有資格者，専門職ルーキーたち』で述べている通
り，委託や指定管理及び PFI によって運営されて
いる図書館のスタッフへの処遇は，かなり制限さ
れたものとなっている。 
就業者たちの，雇用の安定化と処遇の改善を企
業側は促進していかなければならない。現状では，
指定管理の図書館においては概ね3年間から5年，
一般の委託においては 1年間の契約がほとんどで
ある。業務スタッフは，ほとんどの企業で最長 1
年間の労働契約を結んで就業している。大学側と
企業側の契約期間に併せて就業期間が定められて
いる場合も少なくない。一般企業においても，1
年目といえばようやく業務に慣れてきたころであ
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り，そこで契約が解除されてしまうと，また次の
就業先でも１からのやり直しとなる。故に，業務
委託で図書館運営を行った際，画一的な業務とな
ってしまう傾向が高く，各大学での特色が見え辛
くなってしまうのが現状である。 
A 社においては，初期研修時に配属大学の設立
理念や，教育方針等を教えてはいるが，配属先が
変わるごとに変化していくと，スタッフも機械的
に理解するに留まってしまう。 
今後の提案として，委託契約を結ぶ際，契約上
は学内の決算の都合なども念頭に置き１年契約と
しても，少なくとも５年間は業者変更しないよう
にしていくべきである。評価が低すぎる場合は別
として，毎年のインセンティブ制度によって，大
学図書館のサービス向上とともに就業するスタッ
フのスキルアップをも見越した契約にし，スタッ
フの育成経費をも含めた契約内容にすべきである。 
企業に所属しているスタッフは所属企業の契約
している図書館間の異動が行われるが，単年度契
約によるやむを得ない異動を少なくし，出来るだ
け 1つの館での従事を促し，十分な経験を積んだ
スタッフを育成していくべきである。 
直雇用が難しい事情の中，これからの図書館員
は非直雇用従事者が大半を占めるようになってい
くことは否めない。 
非直雇用従事者のスキルとモチベーションを伸
ばしていかなければ今後の図書館業務は，衰退を
辿っていくことになるであろう。 
非直雇用であっても，安定した就業を保証でき
れば，スタッフの意欲も後退はしないであろうと
思われる。 
 
5.8 PFI・指定管理者制度との違い 
 
これまで大学図書館における業務委託について
述べてきたが，公共図書館で採用されている PFI
と指定管理者制度との違いはどこにあるのであろ
うか。 
PFI（Private Finance Initiative）は 1992 年
英国で導入された「従来公的部門によって行われ
てきた社会資本の整備・運営等の分野に，民間事
業者の資金，経営ノウハウ等を導入し，民間主導
で効率的・効果的な社会資本の整備等を行おうと
する手法」である。PFI の特徴は，VFM（Value for 
Money）というコンセプトが基本となっており，こ
れは，「一定の支払いに対し，最も価値のある高い
サービスを提供する」という考え方である。この
考えに基づく費用対効果の値を最大化していくと
いう点に特徴がある。日本における PFI 導入の意
義は，「民間資金等の活用による効率的・効果的な
社会資本の整備・運営等」「財政支出の削減 － 
財政構造改革の推進」「新規産業の創出 － 経済
構造改革の推進」とされており，その効果は，「新
たな金融手法の導入による民間事業者の意識改
革」「広域的な社会資本整備等の実現」「豊富な個
人金融資産及び年金資金等の有効活用」を期待さ
れている。日本では，1999 年に PFI 法（民間資金
等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る法律）が制定された。桑名市立中央図書館が
2004年に日本で初めてのPFI導入館として設立さ
れた。 
施設の維持管理業務だけでなく，従来市が実施
してきた図書館運営業務部分を民間事業者に委託
するという運営重視型の PFI 事業となっている。 
「桑名市立中央図書館は「いつでも，どこでも，
誰でも利用できる図書館」を基本理念としており，
運営方針の中でも開館時間の延長や開館日数の増
加，IT への対応などが掲げられた。」この基本理
念を実現するため，開館時間の延長や開館日数の
増加等に対しては，従来の市の直営であれば，職
員数を大幅に増員する必要があり，また，図書館
の運営に携わるためには司書資格保持者や IT 関
連の職員を配置しないといけない等の問題があり，
民間事業者に委託した場合には，このような人員
配置や人材確保が可能になるとの観点から決定さ
れた。また，受注事業者側のモチベーション維持
のため，サービス対価を利用者の増減によって，
変化させるといった手法をとり，市直営時以上の
サービス向上を目指す運営となっている。 
次に指定管理制度であるが，1963 年に制定され
た「管理委託制度」では，旧地方自治法第 244 条
2 の 3 項目で「普通地方公共団体は，公の施設の
設置の目的を効果的に達成するため必要があると
認めるときは，条例の定めるところにより，その
管理を普通地方公共団体が出資している法人で政
令で定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体
に委託することができる」定められた条例に基づ
き，公の施設管理を委託することが出来た。2003
年の「指定管理者制度」が地方自治法の一部を改
正により制定され，管理主体が，「管理受託者」（法
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令上，公共団体，公共的団体，政令で定める出資
法人より「指定管理者」（指定管理者の範囲に特段
の制限なし（ただし個人は不可））となり，民間事
業者の参入が可能となった。また，指定管理者制
度は，「指定」により公の施設の管理権限を当該指
定を受けたものに「委任」するものであり，業務
を私法上の契約に基づき外部委託「業務委託」（詳
述してきた大学図書館業務委託など）や条例を根
拠として締結される具体的な委託契約に基づき管
理の委託がされる「管理委託制度」とは異なるも
のである。指定管理者の指定は地方自治法（最終
改正2010年 6月 4日）第244条の 2の 5項目で「指
定管理者の指定は，期間を定めて行うものとする」
とある通り，各地方自治体によって，指定期間は
異なる。 
PFI での契約期間は通常 10 年（英国では 25 年）
とされており，広範囲でかつ長期的な運営となる。
図書館業務委託の場合，通常単年度契約（受注先
によっては2年から5年程度の図書館もあり）で，
更新のためには，現状では価格競争となっている。 
大学図書館の高度なサービス展開には，従事者
たちの技術力とモチベーションの高さが必要であ
り，十分な雇用条件を確保しなければ従事者の育
成どころか維持が不可能となってしまう。 
大学図書館においても，PFI や指定管理制度の
ような長期的な視野を持った契約が必要であると
考える。インセンティブ制度の導入により，図書
館運営全体を活性化し，大学図書館を大学内の教
育・研究の中枢機関と位置付け，学生の学習意欲
の向上に貢献していけば，大学運営さえも向上す
るのではないかと思われる。 
「図書館情報専門職のあり方とその要請」で根
本は，司書課程を終えて卒業していく学生たちの
就職市場が「委託，指定管理者制度導入などによ
り採用が激減しており，資格取得者数と求人数に
は 300 倍以上の大きな開きが生じている」と述べ
ているが，現在の図書館界においては，公共・大
学問わず，外部運営化が進んできているのが現状
であることから，新卒者たちにも，就職先として
受託企業を選択出来るような人事措置をとってい
くべきである。そのためには，安定した収入の確
保と十分な研修の機会を与えていく必要がある。 
図書館へのサービスの向上も，受託企業からの
様々な提案も必要であるが，従事しているスタッ
フの力量が最大の要因となる。 
6 おわりに 
 
 これまで，受託企業に携わる者として，大学図
書館業務の委託について述べてきた。現在日本の
大学図書館において，直雇用職員（非常勤も含め
て）のみで図書館業務を行っている大学はほとん
どないといってもよい状況である。「日本の図書
館」上での就業職員数の中でも専任職員数より非
常勤・臨時(委託・派遣)出の就業者が年々増加し
ている。 
 本章までで述べたとおり，就業者のモチベーシ
ョンが図書館運営を左右していく。現状の運営体
制では，非専任従事者の労働意欲の維持にも限度
がある。 
 図書館員が｢専門職｣として｢そのような人々に
働く場を提供すること，成果主義，権限委譲が適
切に行われれば，図書館員が自己研鑽に努め，専
門性の向上が期待できる｣と東京大学の田中は述
べている。企業努力はもちろんのこと，顧客であ
る大学側でも，図書館の設置意義の見直しを行っ
ていく必要がある。 
また，民主党のマニフェストの｢常用雇用を拡大
する｣｢全ての労働者が１人ひとりの意識やニーズ
に応じて，やりがいのある仕事と充実した生活を
調和させることのできる「ワークライフバランス」
の実現を目指す｣という政策はぜひとも政府とし
ても現状を掌握して，改善を協議・実現させても
らいたい要件である。 
具体的には，『業務委託法』を制定し，現状に見
合った法的規制を設けることを提案する。 
 今後の受託企業としての大学へのサービスは，
図書館業務委託のみにとどまらず，図書館運営を
中心とした学生の学士力向上および，学内の就職
支援室等と協力し，学生を支援すること等，大学
全体への提案を必要とする。 
 この図書館にはあれだけのスタッフがいるの
で，あのような運営ができると内外共に認識させ
ていくための施策を練る必要があり，取り組みと
しては，スタッフの経験年数と業務実績に応じた
クラス分け，他大学スタッフとの積極的な交流の
機会を設け，同一企業で従事するものとしての結
束力をつける。また，定期的にスタッフからの業
務改善案についてスタッフ間で協議していき，提
案していく。これらスタッフが持っている能力を
存分に活用できるような就業先に配属していく
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などの取り組みが必要である。 
学生を取り巻く環境は，年々厳しいものとなっ
てきている。特に，卒業後の就職に関しては，｢就
職厚生労働省と文部科学省の１月の発表によると，
２０１０年３月に卒業する予定の大学生の就職内
定率は１２月１日現在で７３．１％。調査が始ま
った１９９６年以降，最低だった。｣とあるように，
入学した時点から就職のことを念頭においた学生
生活を始めなければならない。当然，この学生の
中には図書館で就業したいと希望している学生も
数多く存在する。 
このような状況下，卒業後に委託企業に入社し，
安価な時給で就業し，そこで学生に対して就職支
援などのサービス提供を行っていくことには大き
な矛盾がある。 
 図書館での学生サービスとは何かを検証してみ
ると，学習支援は当然であるが，学生の大学生活
における居場所の中心となって，学生を支えてい
くことではないだろうか。 
 ラーニングコモンズの設立で新しい居場所を提
供していける大学は，もちろんのこと，現状の図
書館においても，図書館員が学生に積極的に声を
かけていくことが，学生たちの居場所となると私
は考える。 
 これからの委託企業は，その契約先（ここでは
大学図書館）において，学生たちの大学生活の礎
となる様なサービスを提供していかなければなら
ないと感じる。 
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